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令 和 ５ 年 
        第 １ 回 定 例 会 議 案 
小樽市議会 



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会       議案第１号  
 小樽市議会 

 

   令和５年度小樽市一般会計予算 

 令和５年度小樽市の一般会計の予算を、別冊のとおり提出する。 

  令和５年２月２１日提出 

                      小樽市長 迫  俊 哉   

 



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会       議案第２号  
 小樽市議会 

 

   令和５年度小樽市港湾整備事業特別会計予算 

 令和５年度小樽市の港湾整備事業特別会計の予算を、別冊のとおり提出する。 

  令和５年２月２１日提出 

                      小樽市長 迫  俊 哉   

  



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会       議案第３号  
 小樽市議会 

 

   令和５年度小樽市水産物卸売市場事業特別会計予算 

 令和５年度小樽市の水産物卸売市場事業特別会計の予算を、別冊のとおり提

出する。 

  令和５年２月２１日提出 

                      小樽市長 迫  俊 哉   

 



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会       議案第４号  
 小樽市議会 

 

   令和５年度小樽市国民健康保険事業特別会計予算 

 令和５年度小樽市の国民健康保険事業特別会計の予算を、別冊のとおり提出

する。 

  令和５年２月２１日提出 

                      小樽市長 迫  俊 哉   

 



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会       議案第５号  
 小樽市議会 

 

   令和５年度小樽市住宅事業特別会計予算 

 令和５年度小樽市の住宅事業特別会計の予算を、別冊のとおり提出する。 

  令和５年２月２１日提出 

                      小樽市長 迫  俊 哉   



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会       議案第６号  
 小樽市議会 

 

   令和５年度小樽市介護保険事業特別会計予算 

 令和５年度小樽市の介護保険事業特別会計の予算を、別冊のとおり提出する。 

  令和５年２月２１日提出 

                      小樽市長 迫  俊 哉   



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会       議案第７号  
 小樽市議会 

 

   令和５年度小樽市後期高齢者医療事業特別会計予算 

 令和５年度小樽市の後期高齢者医療事業特別会計の予算を、別冊のとおり提

出する。 

  令和５年２月２１日提出 

                      小樽市長 迫  俊 哉   



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会       議案第８号  
 小樽市議会 

 

   令和５年度小樽市病院事業会計予算 

 令和５年度小樽市病院事業会計の予算を、別冊のとおり提出する。 

  令和５年２月２１日提出 

                      小樽市長 迫  俊 哉   



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会       議案第９号  
 小樽市議会 

 

   令和５年度小樽市水道事業会計予算 

 令和５年度小樽市水道事業会計の予算を、別冊のとおり提出する。 

  令和５年２月２１日提出 

                      小樽市長 迫  俊 哉   



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第１０号  
 小樽市議会 

 

   令和５年度小樽市下水道事業会計予算 

 令和５年度小樽市下水道事業会計の予算を、別冊のとおり提出する。 

  令和５年２月２１日提出 

                      小樽市長 迫  俊 哉   



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第１１号  
 小樽市議会 

 

   令和５年度小樽市産業廃棄物等処分事業会計予算 

 令和５年度小樽市産業廃棄物等処分事業会計の予算を、別冊のとおり提出す

る。 

  令和５年２月２１日提出 

                      小樽市長 迫  俊 哉   



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第１２号  
 小樽市議会 

 

   令和５年度小樽市簡易水道事業会計予算 

 令和５年度小樽市簡易水道事業会計の予算を、別冊のとおり提出する。 

  令和５年２月２１日提出 

                      小樽市長 迫  俊 哉   



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第１３号  
 小樽市議会 

 

   令和４年度小樽市一般会計補正予算 

 令和４年度小樽市の一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 430,000 千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 66,305,915 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用す

ることができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

 （市債の補正） 

第３条 市債の変更は、「第３表 市債補正」による。 

  令和５年２月２１日提出 

                      小樽市長 迫  俊 哉   

 



第１表 歳入歳出予算補正 

歳 入 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

 
 

   千円 千円 千円 

21 繰 入 金   1,519,962 280,000 1,799,962 

  2 基 金 繰 入 金 1,511,611 280,000 1,791,611 

24 市 債   3,979,976 150,000 4,129,976 

  1 市 債 3,979,976 150,000 4,129,976 

歳 入 合 計 65,875,915 430,000 66,305,915 

 

歳 出 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

    千円 千円 千円 

8 土 木 費   5,818,021 430,000 6,248,021 

  

2 道路橋りょう費 3,024,449 280,000 3,304,449 

6 港 湾 費 1,607,390 150,000 1,757,390 

歳 出 合 計 65,875,915 430,000 66,305,915 

 

 

 

 

 

 



第２表 繰越明許費 

 

款 項 事   業   名 金   額 

   千円 

土 木 費 

 

 

港 湾 費 

 

国直轄工事費負担金 

（第３号ふ頭岸壁改良 

  事 業 費 ） 

 

１５０，０００ 

 

 

 

第３表 市債補正 

 （変 更） 

起 債 の 目 的 
限 度 額 

補 正 前  補 正 後  

 千円 千円 

港 湾 事 業 費 ８０１，１００ ９５１，１００ 

 



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第１４号  
 小樽市議会 

 

   令和４年度小樽市一般会計補正予算 

 令和４年度小樽市の一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 576,795 千円を減額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 65,729,120 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用す

ることができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第３条 繰越明許費の変更は、「第３表 繰越明許費補正」による。 

 （市債の補正） 

第４条 市債の追加及び変更は、「第４表 市債補正」による。 

  令和５年２月２１日提出 

                      小樽市長 迫  俊 哉   

 

 



第１表 歳入歳出予算補正 

歳 入 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

    千円 千円 千円 

1 市 税   13,815,300 242,600 14,057,900 

   1 市 民 税 5,124,000 184,000 5,308,000 

   2 固 定 資 産 税 6,519,300 △ 70,700 6,448,600 

   3 軽 自 動 車 税 219,300 △ 2,300 217,000 

  4 た ば こ 税 841,200 116,100 957,300 

   5 特別土地保有税 1,000 2,200 3,200 

   6 入 湯 税 26,800 20,100 46,900 

   7 都 市 計 画 税 1,083,700 △ 6,800 1,076,900 

2 地 方 譲 与 税   327,001 △ 4,000 323,001 

  
2 

 

自 動 車 重 量

譲 与 税 
218,000 △ 4,000 214,000 

6 

 

法 人 事 業 税 

交 付 金 
  237,000 △ 21,000 216,000 

  
1 

 

法 人 事 業 税

交 付 金 
237,000 △ 21,000 216,000 

7 

 

地 方 消 費 税 

交 付 金 
  2,986,000 △ 147,000 2,839,000 

  
1 

 

地 方 消 費 税

交 付 金 
2,986,000 △ 147,000 2,839,000 

12 

 

地 方 特 例 

交 付 金 
  61,711 347 62,058 

  

2 

 

 

 

新 型 コ ロ ナ

ウイルス感染症

対策地方税減収

補塡特別交付金 

－ 347 347 

       



13 地 方 交 付 税   15,665,021 321,901 15,986,922 

  1 地 方 交 付 税 15,665,021 321,901 15,986,922 

16 

 

使 用 料 及 び 

手 数 料 
  911,177 1,336 912,513 

  1 使 用 料 543,759 1,336 545,095 

17 国 庫 支 出 金   16,734,317 △ 475,851 16,258,466 

 

 
 1 国 庫 負 担 金 10,951,401 △ 353,127 10,598,274 

  2 国 庫 補 助 金 5,754,276 △ 122,724 5,631,552 

18 道 支 出 金   4,598,301 24,463 4,622,764 

  1 道 負 担 金 3,039,990 16,182 3,056,172 

  2 道 補 助 金 1,324,168 8,281 1,332,449 

20 寄 附 金   908,315 19,845 928,160 

  1 寄 附 金 908,315 19,845 928,160 

21 繰 入 金   1,799,962 △ 567,852 1,232,110 

  1 特別会計繰入金 8,351 77 8,428 

  2 基 金 繰 入 金 1,791,611 △ 567,929 1,223,682 

23 諸 収 入   2,022,325 △ 2,906 2,019,419 

  4 雑 入 418,413 △ 2,906 415,507 

24 市 債   4,129,976 31,322 4,161,298 

  1 市 債 4,129,976 31,322 4,161,298 

歳 入 合 計 66,305,915 △ 576,795 65,729,120 



歳 出 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

    千円 千円 千円 

2 総 務 費   3,942,532 92,711 4,035,243 

  1 総 務 管 理 費 3,590,357 103,944 3,694,301 

  4 選 挙 費 141,398 △ 11,233 130,165 

3 民 生 費   27,780,263 △ 283,699 27,496,564 

  1 社 会 福 祉 費 14,575,510 △ 15,893 14,559,617 

  2 児 童 福 祉 費 5,899,915 △ 191,576 5,708,339 

  3 生 活 保 護 費 7,034,212 △ 76,230 6,957,982 

4 衛 生 費   7,504,571 △ 234,220 7,270,351 

  1 保 健 衛 生 費 2,165,924 12,402 2,178,326 

  2 保 健 所 費 3,456,541 △ 245,605 3,210,936 

  3 清 掃 費 1,882,106 △ 1,017 1,881,089 

7 商 工 費   2,871,121 688 2,871,809 

  1 商 工 費 2,871,121 688 2,871,809 

8 土 木 費   6,248,021 △ 35,695 6,212,326 

  6 港 湾 費 1,757,390 △ 35,695 1,721,695 

10 教 育 費   2,933,513 14,420 2,947,933 

  1 教 育 総 務 費 114,346 10,420 124,766 

       



  5 社 会 教 育 費 493,792 4,000 497,792 

13 職 員 給 与 費   8,311,487 △ 131,000 8,180,487 

 
 

 
1 職 員 給 与 費 8,311,487 △ 131,000 8,180,487 

歳 出 合 計 66,305,915 △ 576,795 65,729,120 

 

 

第２表 繰越明許費 

 

款 項 事   業   名 金   額 

   千円 

民 生 費 

 

社 会 福 祉 費 

 

介護サービス提供基盤 

等整備事業費交付金 

４８，７０２ 

土 木 費 

 

道路橋りょう費 

 

臨時市道整備事業費 ７７，６４６ 

橋りょう長寿命化事業費  ２３，６００ 

港 湾 費 第３号ふ頭及び周辺 

再 開 発 事 業 費 

（クルーズターミナル

整 備 事 業 費 ） 

３１，８００ 

 

 

第３表 繰越明許費補正 

 

款 項 事  業  名 
金    額 

補 正 前 補 正 後 

   千円 千円 

衛 生 費 保健衛生費 

 

出 産 ・ 子 育 て 

応 援 事 業 費 

44,174 46,568 

 



第４表 市債補正 

（追 加） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

 千円  ％  
 
減 収 補 塡 債 

 

 
78,972 

 

 
普通貸借 

又は 
登録公債 

 
10.0 
以内 

 
1 起債年度から据置期
間を含め、30 年以内に
借入先が定める償還年
次表により償還する。 
 
2 事業又は財政その他
の都合により、起債金
額の全部又は一部を翌
年度に繰延借入れをす
ることができる。 
 
3 財政の都合等により
繰上償還又は借換えを
することができる。 
 
4 利率見直し方式で借
り入れる資金につい
て、利率の見直しが
あった場合は、当該見
直し後の利率とする。 

 

（変 更） 

起 債 の 目 的 
限 度 額 

補 正 前  補 正 後  

 千円 千円 

新 幹 線 整 備 事 業 費 ２４，９００ ２７，７２９ 

鉄 道 駅 整 備 事 業 費 １，８００ ２，５００ 

過疎地域持続的発展特別事業費 ２００，８００ ２０２，９００ 

民間保育施設等整備支援事業費 １３８，５００ ８７，６００ 

環 境 衛 生 施 設 整 備 事 業 費 ３，３００ ４，５００ 

事 業 内 職 業 訓 練 セ ン タ ー 
施 設 整 備 事 業 費 

１３，５００ １７，８７１ 



道 路 新 設 改 良 事 業 費 ５２３，４００ ５２８，１００ 

都 市 計 画 事 業 費 １７，７００ １９，７５０ 

港 湾 事 業 費 ９５１，１００ ９３６，４００ 

 



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第１５号  
 小樽市議会 

 

   令和４年度小樽市国民健康保険事業特別会計補正予算 

 令和４年度小樽市の国民健康保険事業特別会計の補正予算は、次に定めると

ころによる。 

１ 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 29,581 千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 13,925,500 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「別表 歳入歳出予算補正」による。 

  令和５年２月２１日提出 

                      小樽市長 迫  俊 哉   

 



別表 歳入歳出予算補正 
 

歳 入 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

    千円 千円 千円 

1 国民健康保険料   1,675,557 △ 10,818 1,664,739 

  1 国民健康保険料 1,675,557 △ 10,818 1,664,739 

2 道 支 出 金   10,763,733 10,300 10,774,033 

  1 道 補 助 金 10,763,733 10,300 10,774,033 

4 繰 入 金   1,263,488 30,099 1,293,587 

  1 一般会計繰入金 1,120,090 30,099 1,150,189 

歳 入 合 計 13,895,919 29,581 13,925,500 

 

 

歳 出 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

    千円 千円 千円 

5 基 金 積 立 金   184,409 29,213 213,622 

    1 基 金 積 立 金 184,409 29,213 213,622 

6 諸 支 出 金   37,945 368 38,313 

  2 返 還 金 30,445 368 30,813 

歳 出 合 計  13,895,919 29,581 13,925,500 

 



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第１６号  
 小樽市議会 

 

   令和４年度小樽市住宅事業特別会計補正予算 

 令和４年度小樽市の住宅事業特別会計の補正予算は、次に定めるところによ

る。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 88,649 千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ 896,420 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第 1 表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用す

ることができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

 （市債の補正） 

第３条 市債の変更は、「第３表 市債補正」による。 

  令和５年２月２１日提出 

                      小樽市長 迫  俊 哉   

  

 



第１表 歳入歳出予算補正 

歳 入 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

    千円 千円 千円 

2 国 庫 支 出 金   113,130 44,349 157,479 

 
1 国 庫 補 助 金 113,130 44,349 157,479 

7 市 債   135,800 44,300 180,100 

 
1 市 債 135,800 44,300 180,100 

歳 入 合 計 807,771 88,649 896,420 

 

 

歳 出 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

    千円 千円 千円 

1 住 宅 事 業 費   518,731 88,572 607,303 

 
2 住 宅 建 築 費 3,483 88,572 92,055 

3 諸 支 出 金   8,351 77 8,428 

 
1 繰 出 金 8,351 77 8,428 

歳 出 合 計 807,771 88,649 896,420 

 

 

 



第２表 繰越明許費 

 

款 項 事   業   名 金   額 

   千円 

住宅事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住宅建築費 公営住宅建替事業費 ８８，５７２ 

 

第３表 市債補正 

 （変 更） 

起 債 の 目 的 
限 度 額 

補 正 前  補 正 後  

 千円 千円 

市 営 住 宅 整 備 事 業 費 １３５，８００ １８０，１００ 

 

 

 

 



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第１７号  
 小樽市議会 

 

   令和４年度小樽市介護保険事業特別会計補正予算 

 令和４年度小樽市の介護保険事業特別会計の補正予算は、次に定めるところ

による。 

１ 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 57,052 千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 15,818,025 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「別表 歳入歳出予算補正」による。 

  令和５年２月２１日提出 

                      小樽市長 迫  俊 哉   

 



別表 歳入歳出予算補正 

歳 入 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

    千円 千円 千円 

2 国 庫 支 出 金   3,940,161 57,052 3,997,213 

  2 国 庫 補 助 金 1,289,169 57,052 1,346,221 

       

歳 入 合 計 15,760,973 57,052 15,818,025 

 

歳 出 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

    千円 千円 千円 

4 基 金 積 立 金   199,516 57,052 256,568 

  1 基 金 積 立 金 199,516 57,052 256,568 

       

歳 出 合 計 15,760,973 57,052 15,818,025 

 



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第１８号  
 小樽市議会 

 

   令和４年度小樽市後期高齢者医療事業特別会計補正予算 

 令和４年度小樽市の後期高齢者医療事業特別会計の補正予算は、次に定める

ところによる。 

１ 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 16,301 千円を減額し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ 2,351,734 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「別表 歳入歳出予算補正」による。 

  令和５年２月２１日提出 

                      小樽市長 迫  俊 哉   

 



別表 歳入歳出予算補正 
 

歳 入 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

    千円 千円 千円 

2 繰 入 金   688,736 △ 16,301 672,435 

  1 一般会計繰入金 688,736 △ 16,301 672,435 

       

歳 入 合 計 2,368,035 △ 16,301 2,351,734 

 

歳 出 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

    千円 千円 千円 

2 
 

後期高齢者医療
広域連合納付金   2,245,301 △ 16,301 2,229,000 

  
1 
 

後期高齢者医療
広域連合納付金 2,245,301 △ 16,301 2,229,000 

       

歳 出 合 計 2,368,035 △ 16,301 2,351,734 

 



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第１９号  
 小樽市議会 

 

   令和４年度小樽市病院事業会計補正予算 

第１条 令和４年度小樽市病院事業会計の補正予算は、次に定めるところによ

る。 

第２条 令和４年度小樽市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に

定めた業務の予定量を次のとおり補正する。 

 ⑵ 年 間 入 院 患 者 数                       114,975 人 

 ⑶ 年 間 外 来 患 者 数                       218,700 人 

 ⑷ 一日平均入院患者数                         315 人 

 ⑸ 一日平均外来患者数                          900 人 

第３条 予算第３条に定めた収益的収入を次のとおり補正する。 

   （ 科  目 ）  （既決予定額） （補正予定額）   （  計  ） 

               収       入 

 第１款 病院事業収益  11,805,394 千円        －千円   11,805,394 千円 

  第１項 医 業 収 益  11,012,513千円 △600,000千円   10,412,513千円 

  第２項 医業外収益     689,107千円   600,000千円    1,289,107千円 

  令和５年２月２１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第２０号  
 小樽市議会 

 

   小樽市子ども・子育て会議条例及び小樽市児童福祉施設条例の一部を改

正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和５年２月２１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市子ども・子育て会議条例及び小樽市児童福祉施設条例の一部を改

正する条例 

 （小樽市子ども・子育て会議条例の一部改正） 

第１条 小樽市子ども・子育て会議条例（平成２５年小樽市条例第２６号）の

一部を次のように改正する。 

  第１条中「第７７条第１項」を「第７２条第１項」に改める。 

 （小樽市児童福祉施設条例の一部改正） 

第２条 小樽市児童福祉施設条例（昭和５７年小樽市条例第４号）の一部を次

のように改正する。 

  第４条第２項中「厚生労働大臣の」を「こども家庭庁長官が」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、こども家庭庁設置法の施行及び子ども・子育て

支援法の一部改正に伴い、所要の改正を行うためであります。 



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第２１号  
 小樽市議会 

 

   小樽市特別職に属する職員の給与条例の一部を改正する条例の一部を改

正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和５年２月２１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市特別職に属する職員の給与条例の一部を改正する条例の一部を改

正する条例 

 小樽市特別職に属する職員の給与条例の一部を改正する条例（令和４年小樽

市条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

 附則第４項の改正規定を次のように改める。 

  附則第４項を削る。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、特別職の期末手当の支給割合に係る独自削減措

置を廃止するためであります。 



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第２２号  
 小樽市議会 

 

   小樽市職員給与条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和５年２月２１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市職員給与条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例 

 小樽市職員給与条例の一部を改正する条例（令和４年小樽市条例第３３号）

の一部を次のように改正する。 

 附則第４条第１項中「附則第３３項及び第３４項」を「付則第３３項」に改

める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、定年の引上げに伴う暫定再任用短時間勤務職員

の待遇改善を図る目的で、その勤勉手当を支給するためであります。 



 

 

 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第２３号  
 小樽市議会 

 

   小樽市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正

する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和５年２月２１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正

する条例 

 小樽市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和２年小樽市

条例第３号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１号を次のように改める。 

 



 
 

別表第１号（第３条関係） 

 

会計年度任用職員行政職給料表 
 

 職務の級 １ 級 ２ 級 

号 俸 給料月額 給料月額 

     

１ 

２ 

３ 

４ 

 

５ 

６ 

７ 

８ 

 

９ 

10 

11 

12 

 

13 

14 

15 

16 

 

17 

18 

19 

20 

 

21 

22 

23 

24 

 

25 

26 

27 

28 

 

29 

30 

31 

32 

 

33 

円 

150,100 

151,200 

152,400 

153,500 

 

154,600 

155,700 

156,800 

157,900 

 

158,900 

160,300 

161,600 

162,900 

 

164,100 

165,600 

167,100 

168,700 

 

169,800 

171,200 

172,600 

174,000 

 

175,300 

177,800 

180,300 

182,800 

 

185,200 

186,900 

188,500 

190,200 

 

191,700 

193,400 

195,200 

196,900 

 

198,500 

円 

198,500 

200,300 

202,100 

203,900 

 

205,400 

207,200 

209,000 

210,800 

 

212,400 

214,200 

216,000 

217,800 

 

219,200 

221,000 

222,700 

224,500 

 

226,100 

227,800 

229,400 

230,900 

 

232,200 

233,800 

235,400 

236,900 

 

237,900 

239,400 

240,700 

241,900 

 

243,100 

244,100 

245,100 

246,100 

 

247,200 



 
 

34 

35 

36 

 

37 

38 

39 

40 

 

41 

42 

43 

44 

 

45 

46 

47 

48 

 

49 

50 

51 

52 

 

53 

54 

55 

56 

 

57 

58 

59 

60 

 

61 

62 

63 

64 

 

65 

66 

67 

68 

 

69 

70 

71 

72 

199,900 

201,400 

202,900 

 

204,200 

205,500 

206,700 

208,000 

 

209,300 

210,600 

211,900 

213,200 

 

214,300 

215,600 

216,900 

218,200 

 

219,200 

220,300 

221,300 

222,300 

 

223,300 

224,200 

225,100 

226,000 

 

226,300 

227,100 

227,800 

228,500 

 

229,200 

230,000 

230,700 

231,300 

 

231,900 

232,500 

233,100 

233,800 

 

234,500 

235,100 

235,600 

236,300 

248,100 

249,000 

250,000 

 

250,900 

252,200 

253,400 

254,700 

 

256,000 

257,400 

258,600 

259,800 

 

260,900 

262,100 

263,400 

264,500 

 

265,600 

266,600 

267,800 

268,900 

 

269,900 

270,900 

272,000 

273,100 

 

274,000 

275,000 

275,900 

277,000 

 

278,100 

279,100 

280,000 

281,000 

 

281,500 

282,400 

283,100 

284,000 

 

285,000 

285,800 

286,600 

287,400 



 
 

 

73 

74 

75 

76 

 

77 

78 

79 

80 

 

81 

82 

83 

84 

 

85 

86 

87 

88 

 

89 

90 

91 

92 

 

93 

94 

95 

96 

 

97 

98 

99 

100 

 

101 

102 

103 

104 

 

105 

106 

107 

108 

 

109 

110 

 

237,000 

237,600 

238,200 

238,700 

 

239,300 

240,000 

240,700 

241,200 

 

241,700 

242,300 

242,900 

243,400 

 

243,900 

244,500 

245,100 

245,600 

 

246,100 

246,600 

246,900 

247,300 

 

247,600 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

288,200 

288,700 

289,100 

289,600 

 

289,800 

290,100 

290,300 

290,700 

 

290,900 

291,100 

291,500 

291,800 

 

292,100 

292,400 

292,700 

293,100 

 

293,400 

293,800 

294,100 

294,500 

 

294,700 

294,900 

295,200 

295,600 

 

295,800 

296,100 

296,500 

296,900 

 

297,100 

297,400 

297,800 

298,100 

 

298,300 

298,600 

299,000 

299,300 

 

299,500 

299,900 



 
 

111 

112 

 

113 

114 

115 

116 

 

117 

118 

119 

120 

 

121 

122 

123 

124 

 

125 

300,300 

300,600 

 

300,800 

301,000 

301,300 

301,700 

 

301,900 

302,100 

302,400 

302,700 

 

303,100 

303,300 

303,600 

303,900 

 

304,200 

    



 

 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、正規職員の給料月額の引上げに準じ、会計年度

任用職員の給料月額を引き上げるためであります。 



 

 

 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第２４号  
 小樽市議会 

 

   小樽市ふるさと応援基金条例の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和５年２月２１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市ふるさと応援基金条例の一部を改正する条例 

 小樽市ふるさと応援基金条例（平成２８年小樽市条例第３６号）の一部を次

のように改正する。 

 第１条中「市長が別に定める使途に充てることを目的として寄せられた」を

「、本市を応援するために寄附された」に改める。 

 第２条中「ふるさと応援寄附金は」の次に「、次に掲げる寄附金ごとに」を

加え、同条に次の各号を加える。 

 ⑴ 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３７条の２第１項及び第３１

４条の７第１項の規定による寄附金税額控除の対象となる寄附金（市長が

別に定める使途に充てることを目的として寄附されたものに限る。） 

 ⑵ 地域再生法（平成１７年法律第２４号）第１３条の２に規定する寄附と

して受けた寄附金 

 第４条中「運用し、又は歳入歳出予算の定めるところにより歳入に繰り入れ

て」を削る。 

 第６条を次のように改める。 

 （処分） 

第６条 基金は、第２条第１号の寄附金にあっては市長が別に定める事業の費

用に充てる場合に限り、同条第２号の寄附金にあっては地域再生法第５条第



 

 

１５項の認定を受けた本市の地域再生計画に定めるまち・ひと・しごと創生

寄附活用事業の費用に充てる場合に限り、その全部又は一部を処分すること

ができる。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、企業版ふるさと納税に係る寄附金をふるさと応

援基金として積み立てるとともに、所要の改正を行うためであります。 

 



 
 

 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第２５号  
 小樽市議会 

 

   小樽市手数料条例の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和５年２月２１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市手数料条例の一部を改正する条例 

 小樽市手数料条例（昭和２６年小樽市条例第３１号）の一部を次のように改

正する。 

 別表第１０８号中「第８５条第５項」を「第８５条第６項」に改め、同表第

１０８号の２中「第８５条第６項」を「第８５条第７項」に改め、同表第１１

３号の５中「第８７条の３第５項」を「第８７条の３第６項」に改め、同表第

１１３号の６中「第８７条の３第６項」を「第８７条の３第７項」に改め、同

表第１１８号中「、第６３条第３項第６号若しくは第６８条の６９第３項第６

号」を「若しくは第６３条第３項第６号」に改め、同表第１１９号中「、第６

３条第３項第７号ロ若しくは第６８条の６９第３項第７号ロ」を「若しくは第

６３条第３項第７号ロ」に改め、同表第１２０号中「、第６３条第３項第７号

イ又は第６８条の６９第３項第７号イ」を「又は第６３条第３項第７号イ」に

改め、同表第１２１号中「「平成１０年改正措置法」を「「平成１０年改正措

置法」」に、「よることとされる旧租税特別措置法」を「よることとされる平

成１０年改正措置法第１条の規定による改正前の租税特別措置法（以下この号

において「旧租税特別措置法」という。）」に改め、同表第１２２号の７ア及

びイを次のように改める。 

    ア 一戸建ての住宅又は



 
 

複合建築物（住宅の戸

数 が １ 戸 の も の に 限

る。(イ )において同じ。）

の住宅部分の認定を申

請する場合  次に掲げ

る場合の区分に応じ、

それぞれ次に定める金

額（住宅の品質確保の

促進等に関する法律第

５条第１項に規定する

登録住宅性能評価機関

による認定に係る技術

的審査（以下この号、次

号及び第１２２号の１

１から第１２２号の１

３までにおいて「評価

機関審査」という。）を

受 け た 場 合 に あ っ て

は、7,000円） 

 (ア ) ( イ )に掲げる場合以

外の場合 36,000円 

 ( イ ) 建築物エネルギー

消費性能基準等を定

める省令（平成２８

年経済産業省・国土

交通省令第１号。以

下この号から第１２

２号の１３までにお

いて「基準省令」とい

う。）第１０条第２号

イ⑵及びロ⑵に適合

している一戸建ての

住宅又は複合建築物

の住宅部分に係る認



 
 

定を申請する場合  

19,000円 

イ 共同住宅等（共同住

宅、長屋、その他の一戸

建ての住宅以外の住宅

をいう。以下この号、次

号、第１２２号の１１

及び第１２２号の１２

において同じ。）の用途

に供する建築物又は複

合建築物（住宅の戸数

が１戸のものを除く。

以下イ及びウにおいて

同じ。）の住宅部分の認

定を申請する場合（ウ

に掲げる場合を除く。）

 当該申請に係る１棟

の建築物の共同住宅等

又は複合建築物の住宅

部分について、 (ア )に定

める金額に ( イ )に定める

金額を加えた金額（住

戸以外の部分を有さな

い建築物にあっては、

(ア )に定める金額） 

 (ア ) 次に掲げる当該申

請の対象である共同

住宅等又は複合建築

物の住宅部分の戸数

の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額 

ａ 住宅の戸数が２

戸以上５戸以内の

もの  7 1 , 0 0 0円



 
 

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、11,000円） 

ｂ 住宅の戸数が６

戸以上10戸以内の

もの  9 9 , 0 0 0円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、18,000円） 

ｃ 住宅の戸数が11

戸以上25戸以内の

もの  139,000円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、29,000円） 

ｄ 住宅の戸数が26

戸以上50戸以内の

もの  199,000円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、47,000円） 

ｅ 住宅の戸数が51

戸以上 100戸以内

のもの  284,000

円（評価機関審査

を 受 け た 場 合 に

あっては、82,000

円） 

ｆ 住宅の戸数が10

1戸以上200戸以内

のもの  384,000

円（評価機関審査

を 受 け た 場 合 に

あっては、129,000



 
 

円） 

ｇ 住宅の戸数が20

1戸以上300戸以内

のもの  503,000

円（評価機関審査

を 受 け た 場 合 に

あっては、163,000

円） 

ｈ 住宅の戸数が30

1戸以上のもの 5

90,000円（評価機

関審査を受けた場

合にあっては、17

4,000円） 

 ( イ ) 次に掲げる当該申

請の対象である共同

住宅等の住戸以外又

は複合建築物の住宅

部分の住戸以外の床

面積の合計の区分に

応じ、それぞれ次に

定める金額 

ａ 床面積の合計が

300平方メートル

以内のもの 111,

000円（評価機関審

査を受けた場合に

あっては、11,000

円） 

ｂ 床面積の合計が

300平方メートル

を超え 2,000平方

メートル以内のも

の 183,000円（評



 
 

価機関審査を受け

た 場 合 に あ っ て

は、29,000円） 

ｃ 床面積の合計が

2,000平方メート

ルを超え 5,000平

方メートル以内の

もの  283,000円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、82,000円） 

ｄ 床面積の合計が

5,000平方メート

ルを超えるもの 

363,000円（評価機

関審査を受けた場

合にあっては、12

9,000円） 

 別表第１２２号の７ウ中「一の」を削り、「を単位として」を「又は複合建

築物の非住宅部分の」に改め、同号ウ (ア)中「の建築物」の次に「又は複合建築

物の非住宅部分」を加え、同号ウ (ア)ａ中「、この号」を「この号」に改め、同

号ウ (イ)中「次号のエ (イ)」を「次号オ (イ)」に改め、「の建築物」の次に「又は複

合建築物の非住宅部分」を加え、同号中ウをエとし、イの次に次のように加え

る。 

    ウ 基準省令第１０条第

２号イ⑵及びロ⑵に適

合している共同住宅等

の用途に供する建築物

又は複合建築物の住宅

部分に係る認定を申請

する場合 当該申請に

係る１棟の建築物の共



 
 

同住宅等又は複合建築

物 の 住 宅 部 分 に つ い

て、 (ア )に定める金額に

(イ )に定める金額を加え

た金額（住戸以外の部

分を有さない建築物に

あっては、 (ア )に定める

金額） 

 (ア ) 次に掲げる当該申

請の対象である共同

住宅等又は複合建築

物の住宅部分の戸数

の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額 

ａ 住宅の戸数が２

戸以上５戸以内の

もの  3 5 , 0 0 0円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、11,000円） 

ｂ 住宅の戸数が６

戸以上10戸以内の

もの  5 0 , 0 0 0円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、18,000円） 

ｃ 住宅の戸数が11

戸以上25戸以内の

もの  7 0 , 0 0 0円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、29,000円） 

ｄ 住宅の戸数が26

戸以上50戸以内の



 
 

もの  105,000円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、47,000円） 

ｅ 住宅の戸数が51

戸以上 100戸以内

のもの  158,000

円（評価機関審査

を 受 け た 場 合 に

あっては、82,000

円） 

ｆ 住宅の戸数が10

1戸以上200戸以内

のもの  225,000

円（評価機関審査

を 受 け た 場 合 に

あっては、129,000

円） 

ｇ 住宅の戸数が20

1戸以上300戸以内

のもの  290,000

円（評価機関審査

を 受 け た 場 合 に

あっては、163,000

円） 

ｈ 住宅の戸数が30

1戸以上のもの 3

30,000円（評価機

関審査を受けた場

合にあっては、17

4,000円） 

 (イ ) 次に掲げる当該申

請の対象である共同

住宅等の住戸以外又



 
 

は複合建築物の住宅

部分の住戸以外の床

面積の合計の区分に

応じ、それぞれ次に

定める金額 

a 床面積の合計が3

00平方メートル以

内のもの 50,000

円（評価機関審査

を 受 け た 場 合 に

あっては、11,000

円） 

b 床面積の合計が3

00平方メートルを

超 え 2 , 0 0 0 平 方

メートル以内のも

の 85,000円（評

価機関審査を受け

た 場 合 に あ っ て

は、29,000円） 

c  床面積の合計が

2,000平方メート

ルを超え 5,000平

方メートル以内の

もの  157,000円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、82,000円） 

d  床面積の合計が

5,000平方メート

ルを超えるもの 

215,000円（評価機

関審査を受けた場

合にあっては、12



 
 

9,000円） 

 別表第１２２号の７注記１を削り、同号注記２中「住宅（共同住宅を除く。）

の用途に供する部分及び共同住宅以外の用途に供する部分を有する一の建築物

を単位として」を「複合建築物（住宅の戸数が１戸のものに限る。）の全体の」

に改め、「それぞれの部分につき」を削り、「ウ」を「エ」に改め、同号注記

２を同号注記１とし、同号注記３中「共同住宅の用途に供する部分及びそれ以

外の用途に供する部分を有する一の建築物を単位として」を「複合建築物（住

宅の戸数が１戸のものを除く。）の全体の」に改め、「それぞれの部分につき」

を削り、「ウ」を「エ又はウ及びエ」に改め、同号中注記３を注記２とし、注

記４を削り、注記５を注記３とし、同表第１２２号の８ア中「１戸又は」を削

り、同号イ及びウを次のように改める。 

    イ 一戸建ての住宅又は

複合建築物（住宅の戸

数 が １ 戸 の も の に 限

る。(イ )において同じ。）

の住宅部分の変更認定

を申請する場合  次に

掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ次に定め

る金額（評価機関審査

を受けた場合にあって

は、7,000円） 

 (ア ) ( イ )に掲げる場合以

外の場合 21,000円 

 (イ ) 基準省令第１０条

第２号イ⑵及びロ⑵

に適合している一戸

建ての住宅又は複合

建築物の住宅部分に

係る変更認定を申請



 
 

する場合 13,000円 

ウ 共同住宅等の用途に

供する建築物又は複合

建築物（住宅の戸数が

１戸のものを除く。以

下ウ及びエにおいて同

じ。）の住宅部分の変更

認 定 を 申 請 す る 場 合

（エに掲げる場合を除

く。） 当該申請に係る

１棟の建築物の共同住

宅等又は複合建築物の

住宅部分について、 (ア )

に定める金額に (イ )に定

める金額を加えた金額

（住戸以外の部分を有

さない建築物にあって

は、 (ア )に定める金額） 

 (ア ) 次に掲げる当該申

請の対象である共同

住宅等又は複合建築

物の住宅部分の戸数

の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額 

ａ 住宅の戸数が２

戸以上５戸以内の

もの  4 1 , 0 0 0円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、11,000円） 

ｂ 住宅の戸数が６

戸以上10戸以内の

もの  5 9 , 0 0 0円

（評価機関審査を



 
 

受けた場合にあっ

ては、18,000円） 

ｃ 住宅の戸数が11

戸以上25戸以内の

もの  8 4 , 0 0 0円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、29,000円） 

ｄ 住宅の戸数が26

戸以上50戸以内の

もの  123,000円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、47,000円） 

ｅ 住宅の戸数が51

戸以上 100戸以内

のもの  183,000

円（評価機関審査

を 受 け た 場 合 に

あっては、82,000

円） 

ｆ 住宅の戸数が10

1戸以上200戸以内

のもの  257,000

円（評価機関審査

を 受 け た 場 合 に

あっては、129,000

円） 

ｇ 住宅の戸数が20

1戸以上300戸以内

のもの  333,000

円（評価機関審査

を 受 け た 場 合 に

あっては、163,000



 
 

円） 

ｈ 住宅の戸数が30

1戸以上のもの 3

82,000円（評価機

関審査を受けた場

合にあっては、17

4,000円） 

 (イ ) 次に掲げる当該申

請の対象である共同

住宅等の住戸以外又

は複合建築物の住宅

部分の住戸以外の床

面積の合計の区分に

応じ、それぞれ次に

定める金額 

a 床面積の合計が3

00平方メートル以

内のもの 61,000

円（評価機関審査

を 受 け た 場 合 に

あっては、11,000

円） 

b 床面積の合計が3

00平方メートルを

超 え 2 , 0 0 0 平 方

メートル以内のも

の 106,000円（評

価機関審査を受け

た 場 合 に あ っ て

は、29,000円） 

c  床面積の合計が

2,000平方メート

ルを超え 5,000平

方メートル以内の



 
 

もの  183,000円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、82,000円） 

d  床面積の合計が

5,000平方メート

ルを超えるもの 

246,000円（評価機

関審査を受けた場

合にあっては、12

9,000円） 

 別表第１２２号の８エ中「一の」を削り、「を単位として」を「又は複合建

築物の非住宅部分の」に改め、同号エ (ア)及び (イ)中「の建築物」の次に「又は複

合建築物の非住宅部分」を加え、同号中エをオとし、ウの次に次のように加え

る。 

    エ 基準省令第１０条第

２号イ⑵及びロ⑵に適

合している共同住宅等

の用途に供する建築物

又は複合建築物の住宅

部分に係る変更認定を

申請する場合  当該申

請に係る１棟の建築物

の共同住宅等又は複合

建築物の住宅部分につ

いて、 (ア )に定める金額

に (イ )に定める金額を加

えた金額（住戸以外の

部分を有さない建築物

にあっては、 (ア )に定め

る金額） 

 (ア ) 次に掲げる当該申



 
 

請の対象である共同

住宅等又は複合建築

物の住宅部分の戸数

の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額 

ａ 住宅の戸数が２

戸以上５戸以内の

もの  2 3 , 0 0 0円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、11,000円） 

ｂ 住宅の戸数が６

戸以上10戸以内の

もの  3 4 , 0 0 0円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、18,000円） 

ｃ 住宅の戸数が11

戸以上25戸以内の

もの  5 0 , 0 0 0円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、29,000円） 

ｄ 住宅の戸数が26

戸以上50戸以内の

もの  7 6 , 0 0 0円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、47,000円） 

ｅ 住宅の戸数が51

戸以上 100戸以内

のもの  120,000

円（評価機関審査

を 受 け た 場 合 に



 
 

あっては、82,000

円） 

ｆ 住宅の戸数が10

1戸以上200戸以内

のもの  177,000

円（評価機関審査

を 受 け た 場 合 に

あっては、129,000

円） 

ｇ 住宅の戸数が20

1戸以上300戸以内

のもの  227,000

円（評価機関審査

を 受 け た 場 合 に

あっては、163,000

円） 

ｈ 住宅の戸数が30

1戸以上のもの 2

52,000円（評価機

関審査を受けた場

合にあっては、17

4,000円） 

 (イ ) 次に掲げる当該申

請の対象である共同

住宅等の住戸以外又

は複合建築物の住宅

部分の住戸以外の床

面積の合計の区分に

応じ、それぞれ次に

定める金額 

a 床面積の合計が3

00平方メートル以

内のもの 30,000

円（評価機関審査



 
 

を 受 け た 場 合 に

あっては、11,000

円） 

b 床面積の合計が3

00平方メートルを

超 え 2 , 0 0 0 平 方

メートル以内のも

の 57,000円（評

価機関審査を受け

た 場 合 に あ っ て

は、29,000円） 

c  床面積の合計が

2,000平方メート

ルを超え 5,000平

方メートル以内の

もの  120,000円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、82,000円） 

d  床面積の合計が

5,000平方メート

ルを超えるもの 

172,000円（評価機

関審査を受けた場

合にあっては、12

9,000円） 

 別表第１２２号の８注記１を削り、同号注記２中「住宅（共同住宅を除く。）

の用途に供する部分及び共同住宅以外の用途に供する部分を有する一の建築物

を単位として認定」を「複合建築物（住宅の戸数が１戸のものに限る。）の全

体の変更認定」に改め、「それぞれの部分につき」を削り、「エ」を「オ」に

改め、同号注記２を同号注記１とし、同号注記３中「共同住宅の用途に供する

部分及びそれ以外の用途に供する部分を有する一の建築物を単位として認定」



 
 

を「複合建築物（住宅の戸数が１戸のものを除く。）の全体の変更認定」に改

め、「それぞれの部分につき」を削り、「エ」を「オ又はエ及びオ」に改め、

同号中注記３を注記２とし、注記４を削り、注記５を注記３とし、同表第１２

２号の９ア (ア)中「建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成２８年

経済産業省令・国土交通省令第１号。以下この号から第１２２号の１３までに

おいて「基準省令」という。）」を「基準省令」に改め、同表第１２２号の１

０ア中「前号のイ (ア)ａ」を「前号イ (ア)ａ」に改め、同号イ中「前号のイ (イ)ａ」

を「前号イ (イ)ａ」に改め、同号ウ中「前号のイ (ウ)ａ」を「前号イ (ウ)ａ」に改め、

同表第１２２号の１１ア及びイを次のように改める。 

    ア 一戸建ての住宅又は

複合建築物（住宅の戸

数 が １ 戸 の も の に 限

る。 (ア )及び (イ)において

同じ。）の住宅部分の認

定を申請する場合  次

に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ次に定

める金額（評価機関審

査を受けた場合にあっ

ては、7,000円） 

 (ア ) ( イ )に掲げる場合以

外の場合  次に掲げ

る当該申請の対象で

ある一戸建ての住宅

又は複合建築物の住

宅部分の床面積の合

計の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金

額 

a 床面積の合計が2



 
 

00平方メートル以

内のもの 36,000

円 

b 床面積の合計が2

00平方メートルを

超えるもの 40,0

00円 

 ( イ ) 基準省令第１０条

第２号イ⑵及びロ⑵

に適合している一戸

建ての住宅又は複合

建築物の住宅部分に

係る認定を申請する

場合  次に掲げる当

該申請の対象である

一戸建ての住宅又は

複合建築物の住宅部

分の床面積の合計の

区分に応じ、それぞ

れ次に定める金額 

a 床面積の合計が2

00平方メートル以

内のもの 19,000

円 

b 床面積の合計が2

00平方メートルを

超えるもの 21,0

00円 

イ 共同住宅等の用途に

供する建築物又は複合

建築物（住宅の戸数が

１戸のものを除く。以

下イ及びウにおいて同

じ。）の住宅部分の認定



 
 

を申請する場合（ウに

掲げる場合を除く。） 

当該申請に係る１棟の

建築物の共同住宅等又

は複合建築物の住宅部

分について、 (ア)に定め

る金額に (イ)に定める金

額を加えた金額（住戸

以外の部分を有さない

建築物又は基準省令第

１４条第２項第２号に

掲 げ る 住 宅 に あ っ て

は、 (ア)に定める金額） 

 (ア) 次に掲げる当該申

請の対象である共同

住宅等又は複合建築

物の住宅部分の戸数

の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額 

ａ 住宅の戸数が２

戸以上４戸以内の

もの  7 1 , 0 0 0円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、11,000円） 

ｂ 住宅の戸数が５

戸以上15戸以内の

もの  117,000円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、22,000円） 

ｃ 住宅の戸数が16

戸以上45戸以内の

もの  199,000円



 
 

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、47,000円） 

ｄ 住宅の戸数が46

戸以上のもの 28

4,000円（評価機関

審査を受けた場合

にあっては、82,00

0円） 

 (イ ) 次に掲げる当該申

請の対象である共同

住宅等の住戸以外又

は複合建築物の住宅

部分の住戸以外の床

面積の合計の区分に

応じ、それぞれ次に

定める金額 

a 床面積の合計が3

00平方メートル以

内のもの 71,000

円（評価機関審査

を 受 け た 場 合 に

あっては、11,000

円） 

b 床面積の合計が3

00平方メートルを

超 え 2 , 0 0 0 平 方

メートル以内のも

の 117,000円（評

価機関審査を受け

た 場 合 に あ っ て

は、22,000円） 

c  床面積の合計が

2,000平方メート



 
 

ルを超え 5,000平

方メートル以内の

もの  199,000円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、47,000円） 

d  床面積の合計が

5,000平方メート

ルを超えるもの 

284,000円（評価機

関審査を受けた場

合にあっては、82,

000円） 

 別表第１２２号の１１ウ中「一の」を削り、「を単位として」を「又は複合

建築物の非住宅部分の」に改め、同号ウ (ア)及び (イ)中「当該申請に係る建築物エ

ネルギー消費性能が」を削り、「旨の」を「住宅以外の用途に供する建築物又

は複合建築物の非住宅部分に係る」に改め、「の建築物」の次に「又は複合建

築物の非住宅部分」を加え、同号中ウをエとし、イの次に次のように加える。 

    ウ 基準省令第１０条第

２号イ⑵及びロ⑵に適

合している共同住宅等

の用途に供する建築物

又は複合建築物の住宅

部分に係る認定を申請

する場合 当該申請に

係る１棟の建築物の共

同住宅等又は複合建築

物 の 住 宅 部 分 に つ い

て、 (ア)に定める金額に

(イ)に定める金額を加え

た金額（住戸以外の部

分を有さない建築物に



 
 

あっては、 (ア)に定める

金額） 

 (ア) 次に掲げる当該申

請の対象である共同

住宅等又は複合建築

物の住宅部分の戸数

の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額 

ａ 住宅の戸数が２

戸以上４戸以内の

もの  3 5 , 0 0 0円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、11,000円） 

ｂ 住宅の戸数が５

戸以上15戸以内の

もの  5 9 , 0 0 0円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、22,000円） 

ｃ 住宅の戸数が16

戸以上45戸以内の

もの  105,000円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、47,000円） 

ｄ 住宅の戸数が46

戸以上のもの 15

8,000円（評価機関

審査を受けた場合

にあっては、82,00

0円） 

 (イ) 次に掲げる当該申

請の対象である共同



 
 

住宅等の住戸以外又

は複合建築物の住宅

部分の住戸以外の床

面積の合計の区分に

応じ、それぞれ次に

定める金額 

a 床面積の合計が3

00平方メートル以

内のもの 35,000

円（評価機関審査

を 受 け た 場 合 に

あっては、11,000

円） 

b 床面積の合計が3

00平方メートルを

超 え 2 , 0 0 0 平 方

メートル以内のも

の 59,000円（評

価機関審査を受け

た 場 合 に あ っ て

は、22,000円） 

c  床面積の合計が

2,000平方メート

ルを超え 5,000平

方メートル以内の

もの  105,000円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、47,000円） 

d  床面積の合計が

5,000平方メート

ルを超えるもの 

158,000円（評価機

関審査を受けた場



 
 

合にあっては、82,

000円） 

 別表第１２２号の１１注記１を削り、同号注記２中「住宅（共同住宅を除く。）

の用途に供する部分及び共同住宅以外の用途に供する部分を有する一の建築物

を単位として」を「複合建築物（住宅の戸数が１戸のものに限る。）の全体の」

に改め、「それぞれの部分につき」を削り、「ウ」を「エ」に改め、同号注記

２を同号注記１とし、同号注記３中「共同住宅の用途に供する部分及びそれ以

外の用途に供する部分を有する一の建築物を単位として」を「複合建築物（住

宅の戸数が１戸のものを除く。）の全体の」に改め、「それぞれの部分につき」

を削り、「ウ」を「エ又はウ及びエ」に改め、同号中注記３を注記２とし、注

記４を削り、注記５を注記３とし、注記６を注記４とし、同表第１２２号の１

２ア中「１戸又は」を削り、同号イ及びウを次のように改める。 

    イ 一戸建ての住宅又は

複合建築物（住宅の戸

数 が １ 戸 の も の に 限

る。(ア )及び (イ )において

同じ。）の住宅部分の変

更認定を申請する場合

 次に掲げる場合の区

分に応じ、それぞれ次

に定める金額（評価機

関審査を受けた場合に

あっては、7,000円） 

 (ア ) ( イ )に掲げる場合以

外の場合  次に掲げ

る当該申請の対象で

ある一戸建ての住宅

又は複合建築物の住

宅部分の床面積の合

計の区分に応じ、そ



 
 

れぞれ次に定める金

額 

a 床面積の合計が2

00平方メートル以

内のもの 21,000

円 

b 床面積の合計が2

00平方メートルを

超えるもの 23,0

00円 

 ( イ ) 基準省令第１０条

第２号イ⑵及びロ⑵

に適合している一戸

建ての住宅又は複合

建築物の住宅部分に

係る変更認定を申請

する場合  次に掲げ

る当該申請の対象で

ある一戸建ての住宅

又は複合建築物の住

宅部分の床面積の合

計の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める金

額 

a 床面積の合計が2

00平方メートル以

内のもの 13,000

円 

b 床面積の合計が2

00平方メートルを

超えるもの 14,0

00円 

ウ 共同住宅等の用途に

供する建築物又は複合



 
 

建築物（住宅の戸数が

１戸のものを除く。以

下ウ及びエにおいて同

じ。）の住宅部分の変更

認 定 を 申 請 す る 場 合

（エに掲げる場合を除

く。） 当該申請に係る

１棟の建築物の共同住

宅等又は複合建築物の

住宅部分について、 (ア )

に定める金額に ( イ )に定

める金額を加えた金額

（住戸以外の部分を有

さない建築物又は基準

省令第１４条第２項第

２ 号 に 掲 げ る 住 宅 に

あっては、 (ア )に定める

金額） 

 (ア ) 次に掲げる当該申

請の対象である共同

住宅等又は複合建築

物の住宅部分の戸数

の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額 

ａ 住宅の戸数が２

戸以上４戸以内の

もの  4 1 , 0 0 0円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、11,000円） 

ｂ 住宅の戸数が５

戸以上15戸以内の

もの  7 0 , 0 0 0円

（評価機関審査を



 
 

受けた場合にあっ

ては、22,000円） 

ｃ 住宅の戸数が16

戸以上45戸以内の

もの  123,000円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、47,000円） 

ｄ 住宅の戸数が46

戸以上のもの 18

3,000円（評価機関

審査を受けた場合

にあっては、82,00

0円） 

 ( イ ) 次に掲げる当該申

請の対象である共同

住宅等の住戸以外又

は複合建築物の住宅

部分の住戸以外の床

面積の合計の区分に

応じ、それぞれ次に

定める金額 

a 床面積の合計が3

00平方メートル以

内のもの 41,000

円（評価機関審査

を 受 け た 場 合 に

あっては、11,000

円） 

b 床面積の合計が3

00平方メートルを

超 え 2 , 0 0 0 平 方

メートル以内のも

の 70,000円（評



 
 

価機関審査を受け

た 場 合 に あ っ て

は、22,000円） 

c  床面積の合計が

2,000平方メート

ルを超え 5,000平

方メートル以内の

もの  123,000円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、47,000円） 

d  床面積の合計が

5,000平方メート

ルを超えるもの 

183,000円（評価機

関審査を受けた場

合にあっては、82,

000円） 

 別表第１２２号の１２オ中「注記５及び注記６」を「注記３及び注記４」に

改め、同号オを同号カとし、同号エ中「一の」を削り、「を単位として」を「又

は複合建築物の非住宅部分の」に改め、同号エ (ア)及び (イ)中「当該申請に係る建

築物のエネルギー消費性能が」を削り、「旨の」を「住宅以外の用途に供する

建築物又は複合建築物の非住宅部分に係る」に改め、「の建築物」の次に「又

は複合建築物の非住宅部分」を加え、同号中エをオとし、ウの次に次のように

加える。 

    エ 基準省令第１０条第

２号イ⑵及びロ⑵に適

合している共同住宅等

の用途に供する建築物

又は複合建築物の住宅

部分に係る変更認定を



 
 

申請する場合  当該申

請に係る１棟の建築物

の共同住宅等又は複合

建築物の住宅部分につ

いて、 (ア )に定める金額

に (イ )に定める金額を加

えた金額（住戸以外の

部分を有さない建築物

にあっては、 (ア )に定め

る金額） 

 (ア ) 次に掲げる当該申

請の対象である共同

住宅等又は複合建築

物の住宅部分の戸数

の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額 

ａ 住宅の戸数が２

戸以上４戸以内の

もの  2 3 , 0 0 0円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、11,000円） 

ｂ 住宅の戸数が５

戸以上15戸以内の

もの  4 0 , 0 0 0円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、22,000円） 

ｃ 住宅の戸数が16

戸以上45戸以内の

もの  7 6 , 0 0 0円

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、47,000円） 



 
 

ｄ 住宅の戸数が46

戸以上のもの 12

0,000円（評価機関

審査を受けた場合

にあっては、82,00

0円） 

 (イ ) 次に掲げる当該申

請の対象である共同

住宅等の住戸以外又

は複合建築物の住宅

部分の住戸以外の床

面積の合計の区分に

応じ、それぞれ次に

定める金額 

a 床面積の合計が3

00平方メートル以

内のもの 23,000

円（評価機関審査

を 受 け た 場 合 に

あっては、11,000

円） 

b 床面積の合計が3

00平方メートルを

超 え 2 , 0 0 0 平 方

メートル以内のも

の 40,000円（評

価機関審査を受け

た 場 合 に あ っ て

は、22,000円） 

c  床面積の合計が

2,000平方メート

ルを超え 5,000平

方メートル以内の

もの  7 6 , 0 0 0円



 
 

（評価機関審査を

受けた場合にあっ

ては、47,000円） 

d  床面積の合計が

5,000平方メート

ルを超えるもの 

120,000円（評価機

関審査を受けた場

合にあっては、82,

000円） 

 別表第１２２号の１２注記１を削り、同号注記２中「住宅（共同住宅を除く。）

の用途に供する部分及び共同住宅以外の用途に供する部分を有する一の建築物

を単位として」を「複合建築物（住宅の戸数が１戸のものに限る。）の全体の」

に改め、「それぞれの部分につき」を削り、「エ」を「オ」に改め、同号注記

２を同号注記１とし、同号注記３中「共同住宅の用途に供する部分及びそれ以

外の用途に供する部分を有する一の建築物を単位として」を「複合建築物（住

宅の戸数が１戸のものを除く。）の全体の」に改め、「それぞれの部分につき」

を削り、「エ」を「オ又はエ及びオ」に改め、同号中注記３を注記２とし、注

記４を削り、注記５を注記３とし、注記６を注記４とし、同表第１３１号中「宅

地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）」を「宅地造成等規制法の一部

を改正する法律（令和４年法律第５５号。以下この号及び次号において「令和

４年改正宅造法」という。）附則第２条第１項の規定によりなお従前の例によ

ることとされる令和４年改正宅造法による改正前の宅地造成等規制法（昭和３

６年法律第１９１号。次号において「旧宅造法」という。）」に改め、同表第

１３１号の２中「宅地造成等規制法」を「令和４年改正宅造法附則第２条第１

項及び第２項の規定によりなお従前の例によることとされる旧宅造法」に改め

る。 



 
 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第１３１号及び第１３

１号の２の改正規定は、令和５年５月２６日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表第１２２号の７、第１２２号の８、第１２２号の１１及び第

１２２号の１２の規定は、この条例の施行の日以後に請求される事務に係る

手数料について適用し、同日前に請求された事務に係る手数料については、

なお従前の例による。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令

の一部改正により、住宅部分の熱の損失の防止に関する誘導基準等が新設され

たことに伴い、低炭素建築物新築等計画認定申請手数料等の区分を追加すると

ともに、宅地造成等規制法の一部改正に伴うもののほか、所要の改正を行うた

めであります。 



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第２６号  
 小樽市議会 

 

   小樽市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和５年２月２１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例 

 小樽市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例（平成２６年小樽市条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第１項中「同法第２条第２号」を「同条第２号」に改める。 

 附則第２項中「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ど

も・子育て支援施設等の運営に関する基準及び子ども・子育て支援法施行規則

の一部を改正する内閣府令（令和３年内閣府令第５３号」を「特定教育・保育

施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関

する基準の一部を改正する内閣府令（令和４年内閣府令第６５号」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、基準内閣府令の一部改正に伴い、改正後の基準

内閣府令のとおり適用することにより、児童福祉法の一部改正による児童の懲

戒の廃止に伴う改正を反映させるとともに、所要の改正を行うためであります。 



 

 

 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第２７号  
 小樽市議会 

 

   小樽市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和５年２月２１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例 

 小樽市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２

６年小樽市条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

 第６条第１項中「家庭的保育事業等事業者」を「家庭的保育事業者等」に、

「同法第２条第２号」を「同条第２号」に改め、同条第２項中「家庭的保育事

業等事業者」を「家庭的保育事業者等」に改める。 

 附則第２項中「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準

等の一部を改正する省令（令和３年厚生労働省令第５５号」を「児童福祉施設

の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令和４年厚生労働省令

第１７５号」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、基準省令の一部改正に伴い、改正後の基準省令



 

 

のとおり適用することにより、家庭的保育事業者等に対し、自動車の運行時に

利用乳幼児の所在確認を義務付けるなどの措置を講ずるとともに、児童福祉法

の一部改正による児童の懲戒の廃止に伴う改正等を反映させるほか、所要の改

正を行うためであります。 



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第２８号  
 小樽市議会 

 

   小樽市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和５年２月２１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例 

 小樽市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年小樽市条例第３５号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第１項中「同法第２条第２号」を「同条第２号」に改める。 

 附則第２項中「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の一部

を改正する省令（令和２年厚生労働省令第２１号」を「児童福祉施設の設備及

び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令和４年厚生労働省令第１７５

号」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、基準省令の一部改正に伴い、改正後の基準省令

のとおり適用することにより、放課後児童健全育成事業者に対し、自動車の運

行時に利用児童の所在確認を義務付けるなどの措置を講ずるとともに、所要の

改正を行うためであります。 



 

 

 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第２９号  
 小樽市議会 

 

   小樽市国民健康保険条例の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和５年２月２１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 小樽市国民健康保険条例（昭和３４年小樽市条例第１０号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第７条第１項中「４０万８，０００円」を「４８万８，０００円」に改める。 

 第１６条第１項第１号中「１００分の４５」を「１００分の４３」に改め、

同項第２号中「１００分の３２」を「１００分の３３」に改め、同項第３号ア

中「１００分の２３」を「１００分の２４」に改める。 

 第１６条の６の５第１項第１号中「１００分の４５」を「１００分の４３」

に改め、同項第２号中「１００分の３２」を「１００分の３３」に改め、同項

第３号ア中「１００分の２３」を「１００分の２４」に改める。 

 第１６条の６の１０中「２０万円」を「２２万円」に改める。 

 第１６条の１１第１項第１号中「１００分の４５」を「１００分の４３」に

改め、同項第２号中「１００分の３２」を「１００分の３３」に改め、同項第

３号中「１００分の２３」を「１００分の２４」に改める。 

 第１８条第１項中「１日」の次に「（納付通知書（これに準ずるものを含む。）

を送付した月にあっては、当該納付通知書が送達された日）」を加える。 

 第２１条第１項第２号中「２８万５，０００円」を「２９万円」に改め、同

項第３号中「５２万円」を「５３万５，０００円」に改める。 



 

 

 第２７条の３第２項中「雇用保険受給資格者証」の次に「又は同令第１９条

第３項に規定する雇用保険受給資格通知」を加える。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の小樽市国民健康保険条例（以下「新条例」という。）第７条第１

項の規定は、この条例の施行の日以後に出産する被保険者に係る出産育児一

時金の支給額について適用し、同日前に出産した被保険者に係る出産育児一

時金の支給額については、なお従前の例による。 

３ 前項に規定するもののほか、新条例（第１８条第１項及び第２７条の３第

２項を除く。）の規定は、令和５年度以後の年度分の保険料について適用し、

令和４年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、健康保険法施行令の一部改正に準じ、出産育児

一時金の支給額を引き上げるとともに、国民健康保険法施行令の一部改正に伴

い、後期高齢者支援金等賦課限度額を改定し、及び低所得者の保険料の軽減措

置に係る判定所得を引き上げるほか、保険料の賦課割合の変更及び所要の改正

を行うためであります。 



 

 

 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第３０号  
 小樽市議会 

 

   小樽市介護保険条例の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和５年２月２１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市介護保険条例の一部を改正する条例 

 小樽市介護保険条例（平成１２年小樽市条例第３９号）の一部を次のように

改正する。 

 第５条第１項中「１日」の次に「（納入通知書（これに準ずるものを含む。）

を送付した月にあっては、当該納入通知書が送達された日）」を加える。 

 第６条第３項中「政令第３９条第１項第１号から」を「同項第１号から」に

改める。 

 第１１条に次の１号を加える。 

 ⑸ 第１号被保険者が法第６３条の刑事施設、労役場その他これらに準ずる

施設に１月を超えて拘禁されたとき。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第１１条の規定は、令和５年度以後の年度分の保険料の減免につ

いて適用し、令和４年度分までの保険料の減免については、なお従前の例に

よる。 

 



 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、国からの通知を踏まえ、刑事施設等に一定期間

拘禁された者を保険料の減免対象に追加するとともに、所要の改正を行うため

であります。 



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第３１号  
 小樽市議会 

 

   小樽市事業内職業訓練センター条例の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和５年２月２１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市事業内職業訓練センター条例の一部を改正する条例 

 小樽市事業内職業訓練センター条例（昭和４４年小樽市条例第１１号）の一

部を次のように改正する。 

 第２条の表中「小樽市東雲町９番１２号」を「小樽市奥沢５丁目３番１号」

に改める。 

 第８条第２号中「き損し」を「毀損し」に改める。 

   附 則 

 この条例は、規則で定める日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、小樽市公共施設再編計画に基づき、事業内職業

訓練センターを移転するとともに、所要の改正を行うためであります。 



 

 

 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第３２号  
 小樽市議会 

 

   小樽市道路占用条例の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和５年２月２１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市道路占用条例の一部を改正する条例 

 小樽市道路占用条例（昭和２８年小樽市条例第２７号）の一部を次のように

改正する。 

 別表占用料の欄中 

  

６３１  ５７０  

９９１  ８７０  

１，３７５  １，２００  

５７６  ５１０  

９２１  ８１０  

１，２７５  １，１００  

５１  ５１  

５  ５  

３  ３  

５１１  を  ４９０  に改め、 

３２１  ３００ 
 

１，０３１  １，０００  

４３５  ４２０  

４９５  ４９５  
    

「 「 



 

 

２，５２５  １，８００ 
 

５１４  ５００  

１，０３１  １，０００  

                                 

 同表中 

  
  外径が 0.07 メートル未満のもの  ２４ 

 
 外径が 0.07 メートル以上 0.1 メートル

未満のもの 
 ３０ 

 
 外径が 0.1 メートル以上 0.15 メートル

未満のもの 
 ４８ 

 
 外径が 0.15 メートル以上 0.2 メートル

未満のもの 
 ６５ 

 
 外径が 0.2 メートル以上 0.3 メートル未

満のもの 
 １０９ 

 
 外径が 0.3 メートル以上 0.4 メートル未

満のもの 
 １３０ 

 
 外径が 0.4 メートル以上 0.7 メートル未

満のもの 
 ２６１ 

 
 外径が 0.7 メートル以上 1 メートル未満

のもの 
 ３２１ 

  外径が 1 メートル以上のもの  ６５０ 

 法第３２条第 
 

 外径が 0.07 メートル未満

のもの  長さ１メー 
２１ 

１項第２号に掲

げる物件 
 

 外径が 0.07 メートル以上

0.1 メートル未満のもの 

トルにつき１

年 
２７ 

 
 ガス管（道

路法施行令 

 外径が 0.1 メートル以上

0.15 メートル未満のもの 
 ４１ 

 
（昭和２７年

政令第４７９ 

 外径が 0.15 メートル以上

0.2 メートル未満のもの 
 ５７ 

 
号。以下「政

令」という。） 

 外径が 0.2 メートル以上

0.3 メートル未満のもの 
 ９４ 

 
第９条第１号

ホに規定する 

 外径が 0.3 メートル以上

0.4 メートル未満のもの 
 １１５ 

 
ものに限る。）  外径が 0.4 メートル以上

0.7 メートル未満のもの 
 ２２５ 

  
 外径が 0.7 メートル以上 1

メートル未満のもの 
 ２８５ 

  
 外径が 1 メートル以上のも

の 
 ５７８ 

                                    

を 

」 

 

」 

 

「 

」 



 

 

 
  外径が 0.07 メートル未満のもの  ２１ 

 
 外径が 0.07 メートル以上 0.1 メートル

未満のもの 
 ３０ 

 
 外径が 0.1 メートル以上 0.15 メートル

未満のもの 
 ４５ 

 法第３２条第 

 外径が 0.15 メートル以上 0.2 メートル

未満のもの  長さ１メー 
６１ 

１項第２号に掲

げる物件 

 外径が 0.2 メートル以上 0.3 メートル未

満のもの 

トルにつき１

年 
９１ 

 
 外径が 0.3 メートル以上 0.4 メートル未

満のもの 
 １２０ 

 
 外径が 0.4 メートル以上 0.7 メートル未

満のもの 
 ２１０ 

 
 外径が 0.7 メートル以上 1 メートル未満

のもの 
 ３００ 

  外径が 1 メートル以上のもの  ６１０ 
                                    

に改め、同表占用料の欄中 

 

９ 

 

１０ 

 

７３０  ８１０  

４６０  ５１０  

２７０  ３００  

１，０３１ 

 

１，０００ 

 

１，０３１ 

 

１，０００ 

 

 Ａに 0.005

を 乗 じ て 得

た額 

 を  

 Ａに 0.004

を 乗 じ て 得

た額 

 に改め、 

 Ａに 0.008

を 乗 じ て 得

た額 

  Ａに 0.006

を 乗 じ て 得

た額 

 

    

「 

」 

「 「 



 

 

 Ａに 0.01

を 乗 じ て 得

た額 

  Ａに 0.007

を 乗 じ て 得

た額 

 

１，４２１  ９００  

７９５  ５４０  

１，０３１  １，０００  

２３  １８ 

 

２５１  １８０ 
 

                                

 同表中 

  

 政令第７条

第１号に掲げ

る物件 

 看板（アー

チであるもの

を除く。） 

 一時的に設けるもの 

 表示面積

１平方メー

トルにつき

１月 

２５１ 

 電柱等に添加するもの 
 表示面積

１平方メー

トルにつき

１年 

１，７６６ 

 その他のもの ２，５２５ 

 標識  １本につ

き１年 

８２１ 

 バス停標識 ４０９ 

 旗ざお 

 祭礼、縁日等に際し、一時

的に設けるもの 

 １本につ

き１日 
２３ 

 その他のもの 
 １本につ

き１月 
２５１ 

 幕（政令第

７条第４号に

掲げる工事用

施設であるも

のを除く。） 

 祭礼、縁日等に際し、一時

的に設けるもの 

 その面積

１平方メー

トルにつき

１日 

２３ 

 その他のもの 

 その面積

１平方メー

トルにつき

１月 

２５１ 

 アーチ 
 車道を横断するもの  １基につ

き１月 

２，５２５ 

 その他のもの １，２４６ 

 政令第７条

第４号に掲げ

る工事用施設  工事用仮囲、足場、工事用詰所、工事用材 

 占用面積

１平方メー ２５１ 

」 

 

「 

」 

 



 

 

及び同条第５

号に掲げる工

事用材料 

料、その他これに類するもの トルにつき

１月 

 

                                    

を 

  

 道路法施行

令（昭和２７

年政令第４７

９号。以下「政

令」という。）

第７条第１号

に掲げる物件 

 看板（アー

チであるもの

を除く。） 

 一時的に設けるもの 

 表示面積

１平方メー

トルにつき

１月 

１８０ 

 電柱等に添加するもの 
 表示面積

１平方メー

トルにつき

１年 

１，２６０ 

 その他のもの １，８００ 

 標識  １本につ

き１年 

８１０ 

 バス停標識 ４０５ 

 旗ざお 

 祭礼、縁日等に際し、一時

的に設けるもの 

 １本につ

き１日 
１８ 

 その他のもの 
 １本につ

き１月 
１８０ 

 幕（政令第

７条第４号に

掲げる工事用

施設であるも

のを除く。） 

 祭礼、縁日等に際し、一時

的に設けるもの 

 その面積

１平方メー

トルにつき

１日 

１８ 

 その他のもの 

 その面積

１平方メー

トルにつき

１月 

１８０ 

 アーチ 
 車道を横断するもの  １基につ

き１月 

１，８００ 

 その他のもの ９００ 
 政令第７条

第４号に掲げ

る工事用施設

及び同条第５

号に掲げる工

事用材料 

 工事用仮囲、足場、工事用詰所、工事用材

料その他これらに類するもの 

 占用面積

１平方メー

トルにつき

１月 

１８０ 

                                    

に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

」 

「 

」 



 

 

２ 改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後における占用に係る道路

占用料について適用し、同日前における占用に係る道路占用料については、

なお従前の例による。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、道路法施行令の一部改正に準じ、第１種電柱等

の道路占用料を改定するとともに、所要の改正を行うためであります。 



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第３３号  
 小樽市議会 

 

   小樽市建築基準法施行条例の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。  

  令和５年２月２１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市建築基準法施行条例の一部を改正する条例  

 小樽市建築基準法施行条例（昭和４３年小樽市条例第１６号）の一部を次の

ように改正する。  

 第２２条第１項中「。第３３条第２項」を「。同項」に改める。 

 第２６条中「、かつ、奥行」を「かつ奥行」に改める。 

 第５９条第１項中「第８５条第５項」を「第８５条第６項」に改め、同条第

２項中「第８５条第６項」を「第８５条第７項」に改める。 

 第５９条の２第１項中「第８７条の３第５項」を「第８７条の３第６項」に

改め、同条第２項中「第８７条の３第６項」を「第８７条の３第７項」に改め

る。 

 第６０条の４第２号中「若しくは第１３項ただし書」を「、第１３項ただし

書若しくは第１４項ただし書」に改める。 

 第６０条の９第１項中「第１３項」を「第１４項」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 （提案理由）  

 この条例案を提出したのは、建築基準法の一部改正に伴うもののほか、所要

の改正を行うためであります。  



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第３４号  
 小樽市議会 

 

   小樽市営住宅条例の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和５年２月２１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市営住宅条例の一部を改正する条例 

 小樽市営住宅条例（平成９年小樽市条例第９号）の一部を次のように改正す

る。 

 第１５条第２項中「、心身障害者向け公営住宅又は子育て世帯向け公営住宅

(以下これらを「特定目的公営住宅」という。)」を「又は心身障害者向け公営

住宅」に改め、同条第３項中「特定目的公営住宅」を「前２項に定めるものの

ほか、前項に規定する公営住宅及び子育て世帯向け公営住宅（以下これらを「特

定目的公営住宅」という。）」に改める。 

 第１８条の２第１項中「１３年」を「１６年」に改める。 

 別表第１公営住宅の部塩谷Ｂ住宅の項を削り、同部戸数合計の部分中「２，

８７２戸」を「２，８１２戸」に改め、同表戸数総計の部分中「３，０６２戸」

を「３，００２戸」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、子育て世帯向け公営住宅の入居要件等を緩和す

るとともに、塩谷Ｂ住宅を用途廃止するためであります。 



 

 

 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第３５号  
 小樽市議会 

 

   小樽市総合博物館条例等の一部を改正する条例案 

 上記の議案を提出する。 

  令和５年２月２１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

   小樽市総合博物館条例等の一部を改正する条例 

 （小樽市総合博物館条例の一部改正） 

第１条 小樽市総合博物館条例（平成１８年小樽市条例第６１号）の一部を次

のように改正する。 

  第６条第２号中「き損し」を「毀損し」に改める。 

  第８条第１項中「第２０条」を「第２３条」に改める。 

 （市立小樽文学館条例の一部改正） 

第２条 市立小樽文学館条例（昭和５３年小樽市条例第３０号）の一部を次の

ように改正する。 

  第６条第２号中「き損し」を「毀損し」に改める。 

  第８条第１項中「第２０条」を「第２３条」に改める。 

 （市立小樽美術館条例の一部改正） 

第３条 市立小樽美術館条例（昭和５４年小樽市条例第１８号）の一部を次の

ように改正する。 

  第８条第２号中「き損し」を「毀損し」に改める。 

  第１６条第１項中「第２０条」を「第２３条」に改める。 

 （小樽市旅館業法施行条例の一部改正） 

第４条 小樽市旅館業法施行条例（平成１２年小樽市条例第１９号）の一部を



 

 

次のように改正する。 

  第６条第１項第２号中「第２９条」を「第３１条第１項」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 この条例案を提出したのは、博物館法の一部改正に伴うもののほか、所要の

改正を行うためであります。 



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第３６号  
 小樽市議会 

 

   工事請負変更契約について 

 旧色内小学校解体工事の請負変更契約を次のように締結する。 

  令和５年２月２１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

記 

１ 工 事 名 称 旧色内小学校解体工事 

２ 契 約 金 額  

変 更 前 １億７，８７５万円 

変 更 後 １億８，０４７万７，０００円 

３ 契約の相手方 小樽市緑１丁目５番１号 

         阿部・西條・みかみ共同企業体 

         代表者 

阿部建設株式会社 

 



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第３７号  
 小樽市議会 

 

   工事請負変更契約について 

 忍路中央小学校校舎等耐震補強ほか改修工事の請負変更契約を次のように締

結する。 

  令和５年２月２１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

記 

１ 工 事 名 称 忍路中央小学校校舎等耐震補強ほか改修工事 

２ 契 約 金 額 

    変 更 前 ３億３，４４０万円 

 変 更 後 ３億４，８０８万４，０００円 

３ 契約の相手方 小樽市若竹町３番１号 

         近藤・小杉共同企業体 

         代表者 

近藤工業株式会社 

 



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第３８号  
 小樽市議会 

 

   工事請負変更契約について 

 重要文化財旧日本郵船株式会社小樽支店保存修理工事の請負変更契約を次の

ように締結する。 

  令和５年２月２１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

記 

１ 工 事 名 称 重要文化財旧日本郵船株式会社小樽支店保存修理工事 

２ 契 約 金 額 

    変 更 前  ９億６，０７４万円 

    変 更 後 １０億２，７０２万６，０００円 

３ 契約の相手方 小樽市緑１丁目５番１号 

         阿部・福島・西條共同企業体 

         代表者 

阿部建設株式会社 

 

 



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第３９号  
 小樽市議会 

 

   動産の取得について 

 次の物品を取得する。 

  令和５年２月２１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

記 

１ 物 品 名 ロータリ除雪車（２．２ｍ／２，３００ｔ級）その１ 

２ 取得価格 ５，１３７万円 

３ 取 得 先 札幌市手稲区曙５条５丁目１番１０号 

       株式会社ＮＩＣＨＩＪＯ 



令 和 ５ 年 
第 １ 回 定 例 会 議案第４０号 

小樽市議会 

動産の取得について 

次の物品を取得する。 

  令和５年２月２１日提出 

小樽市長 迫 俊 哉  

記 

１ 物 品 名 ロータリ除雪車（２．２ｍ／２，３００ｔ級）その２ 

２ 取得価格 ５，１３７万円 

３ 取 得 先 札幌市手稲区曙５条５丁目１番１０号 

株式会社ＮＩＣＨＩＪＯ 



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第４１号  
 小樽市議会 

 

   小樽市副市長の選任について 

 次の者を本市副市長に選任したいので、地方自治法第１６２条の規定により

議会の同意を求める。 

  令和５年２月２１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

記 

上   石       明 



 令 和 ５ 年 
             第 １ 回 定 例 会      議案第４２号  
 小樽市議会 

 

   市道路線の認定について 

 市道路線を次のように認定する。 

  令和５年２月２１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉   

 

記 
 

路  線  名 
起    点 

終    点 
重 要 な 経 過 地 

樽川西循環分線 
銭函４丁目177番12地先 

銭函４丁目190番５地先 
銭函４丁目190番６地先 

 

 

 



令 和 ５ 年 
第 １ 回 定 例 会 議案第４３号 

小樽市議会 

市道路線の変更について 

市道路線を次のように変更する。 

  令和５年２月２１日提出 

小樽市長 迫  俊 哉 

記 

路  線 名 
新旧 

の別 

起 点 

終 点 
重 要 な 経 過 地 

潮見台小学校

東通線 

旧 

勝納町267番12地先 

勝納町267番１地先 

（実延長：150.18メートル） 

勝納町267番13地先 

新 

勝納町267番12地先 

勝納町267番１地先 

（実延長：140.91メートル） 

勝納町267番13地先 



令 和 ５ 年 
第 １ 回 定 例 会 議案第４４号 

小樽市議会 

小樽市非核港湾条例案 

上記の議案を提出する。 

  令和５年２月２１日提出 

小樽市議会議員 丸 山 晴 美 

同 酒 井 隆 裕 

同 高 野 さくら 

同 小 貫 元 

同 川 畑 正 美 

小樽市非核港湾条例 

小樽市議会は、１９８２年６月２８日核兵器廃絶平和都市宣言を行った。こ

の宣言は、「いま、核兵器の廃絶、使用禁止は、もっとも緊急な課題であり、日

本国民は、世界唯一の被爆国民としてこれを積極的に実現する崇高な責務を

おっている。小樽市は、わが国の非核三原則が完全に実施されることを願い、

すべての核保有国に対し、核兵器の廃絶と軍縮を求め、核兵器廃絶の世論を喚

起するため、ここに核兵器廃絶平和都市となることを宣言する。」とうたってい

る。 

この宣言から４０年を経過したが、核兵器は、今なお地球上に存在し、人類

への脅威となっている。 

この脅威に対し、被爆者をはじめ「核兵器のない世界」を求める世界各国と

市民社会の多年にわたる共同の取組が結実し、２０１７年７月７日核兵器禁止

を明文化した核兵器禁止条約が国連の会議で採択され、２０２１年 1 月２２日

に同条約が発効された。しかし、核保有国が条約を批准する動きは見られない。 



また、核兵器搭載可能艦の日本への寄港及び非核三原則に反する核兵器の持

込みを容認する核密約が存在する下での、小樽港への相次ぐ米国艦艇の寄港は、

今後の小樽港の軍事利用・核兵器の持込みの危険を一層高めている。 

 小樽市民は、世界に開かれた国際観光都市の市民として、小樽市の平和の営

みが、世界の平和に通ずる確かな道であることを確認し、核兵器廃絶平和都市

宣言を一層発展させるため、ここに非核港湾行政の推進に関する基本原則を定

める。 

 （目的） 

第１条 この条例は、小樽市の平和が世界の平和とともにあることを自覚して、

市と市民の不断の努力により、日本国憲法の平和主義と国の非核三原則及び

地方自治の本旨にのっとり、積極的な非核港湾行政を推進することを目的と

する。  

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

⑴  核兵器 核分裂、核融合又はこれらを組み合わせた爆発的原子核反応に

よって放出される原子核エネルギーを用いて人を殺傷し、又は器物、建造

物若しくは自然環境を破壊するものをいう。  

⑵ 小樽港港湾区域 港湾法（昭和２５年法律第２１８号。以下「法」とい

う。）第３３条第２項において準用する法第４条第４項の規定により同意を

得た水域（平磯岬から茅柴岬まで引いた線及び陸岸により囲まれた海面）

をいう。 

⑶ 港湾施設 法第２条第５項及び第６項に規定する港湾施設で市が管理す

るものをいう。 

 （非核港湾行政の推進） 



第３条 市は、市の区域において、核兵器の製造、保有、持込み、通過及び使

用に協力しない。 

２ 市は、小樽港港湾区域に入港する外国艦艇を保有する全ての国に対し、核

兵器不搭載の証明書の提出を求める。 

３ 市は、前項の規定による証明書の提出がない外国艦艇の港湾施設の使用を

認めない。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（提案理由） 

この条例案を提出したのは、非核港湾行政の推進に関し必要な事項を定める

ためであります。 



令 和 ５ 年 
第 １ 回 定 例 会 議案第４５号 

小樽市議会 

令和４年度小樽市一般会計補正予算 

令和４年度小樽市の一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 533 千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ 65,729,653 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用す

ることができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

  令和５年３月１６日提出 

  小樽市長 迫  俊 哉 



第１表 歳入歳出予算補正 

歳 入 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

    千円 千円 千円 

17 国 庫 支 出 金   16,258,466 70,444 16,328,910 

  1 国 庫 負 担 金 10,598,274 44,412 10,642,686 

  2 国 庫 補 助 金 5,631,552 26,032 5,657,584 

18 道 支 出 金   4,622,764 △ 10,800 4,611,964 

  2 道 補 助 金 1,332,449 △ 10,800 1,321,649 

21 繰 入 金   1,232,110 △ 59,111 1,172,999 

  2 基 金 繰 入 金 1,223,682 △ 59,111 1,164,571 

歳 入 合 計 65,729,120 533 65,729,653 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



歳 出 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

    千円 千円 千円 

2 総 務 費   4,035,243 △ 8,122 4,027,121 

  1 総 務 管 理 費 3,694,301 △ 308 3,693,993 

  3 
 
戸 籍 住 民 
基 本 台 帳 費 92,884 △ 7,814 85,070 

3 民 生 費   27,496,564 41,635 27,538,199 

  
 1 社 会 福 祉 費 14,559,617 △ 106,374 14,453,243 

  2 児 童 福 祉 費 5,708,339 148,604 5,856,943 

  5 民 生 施 設 費 266,605 △ 595 266,010 

4 衛 生 費   7,270,351 42,538 7,312,889 

  2 保 健 所 費 3,210,936 42,538 3,253,474 

6 農林水産業費   140,652 △ 750 139,902 

  1 農 林 業 費 127,652 △ 750 126,902 

7 商 工 費   2,871,809 △ 98,993 2,772,816 

  1 商 工 費 2,871,809 △ 98,993 2,772,816 

9 消 防 費   406,355 △ 5 406,350 

  1 消 防 費 406,355 △ 5 406,350 

10 教 育 費   2,947,933 24,230 2,972,163 

  1 教 育 総 務 費 124,766 △ 210 124,556 

  2 小 学 校 費 1,207,796 △ 1,151 1,206,645 

  3 中 学 校 費 460,264 △ 646 459,618 

  4 学 校 給 食 費 506,552 26,237 532,789 

歳 出 合 計 65,729,120 533 65,729,653 



第２表 繰越明許費 

 

款 項 事   業   名 金   額 

   千円 

民 生 費 

 

児童福祉費 

 

子 育 て 世 帯 応 援 

ク ー ポ ン 券 事 業 費 

１６８，０００ 

教 育 費 

 

学校給食費 

 

学校給食原材料費等 

支 援 事 業 費 

２７，３３７ 
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